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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期連結累計期間（平成27年１月１日～平成27年６月30日）におけるわが国経済は、日銀による大胆な

金融緩和策や円高是正などの政策効果が浸透し、企業業績の改善による設備投資の回復などが見られましたが、円

安による輸入原材料価格の上昇に加え、海外景気の下振れによるわが国の景気下押しリスクが存在するなど、依然

として不透明な状況で推移いたしました。

また、世界経済におきましても、米国では、雇用情勢の改善と内需回復により経済が上向きつつあるのに加え、

欧州地域では、ユーロ安を背景とする輸出拡大が下支えとなり、緩やかな回復基調が続く見込みであるものの、反

面、中国経済の減速による市場の動揺やギリシャの債務問題の長期化等の懸念もあり、依然として不安定な状況で

推移いたしました。

この様な環境の下、当社グループでは、基幹事業であるステイショナリー用品事業において、「フリクション」シ

リーズをはじめとする利益率の高い自社製品の販売を強力に展開いたしました。また、引き続き経営の効率化によ

るコスト削減と研究開発力の強化充実に努め、世界で戦えるコストでの生産体制実現と、特色ある新製品群の開発

に向けて取り組みました。

以上により、当第２四半期連結累計期間の連結売上高は、主力の筆記具事業が堅調に推移したことに加え円安効

果もあり、494億７百万円（前年同期比10.0％増）となりました。

国内外別では、国内市場における連結売上高が162億88百万円（前年同期比3.4％増）、海外市場における連結売上

高は331億18百万円（前年同期比13.5％増）であります。

また、損益面につきましては、国内市場で主力の筆記具において利益率の高い自社製品の販売が好調であったこ

とに加え、海外市場での円安効果もあり、連結営業利益が101億48百万円（前年同期比33.8％増）、連結経常利益は

103億32百万円（前年同期比37.2％増）、連結四半期純利益は66億26百万円（前年同期比36.1％増）となりました。

　

セグメントの業績は次のとおりです。

なお、セグメントの区分につきましては、従来の「日本、米州、欧州、アジア、その他の地域」から、第１四半

期連結会計期間より「日本、米州、欧州、アジア」の区分に変更しており、比較・分析は変更後の区分に基づいて

おります。

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間 増減率（％）

売上高 セグメント利益 売上高 セグメント利益 売上高 セグメント利益

日本 19,218 5,926 19,884 8,341 3.5 40.7

米州 10,661 391 12,777 662 19.8 69.0

欧州 11,090 1,564 11,645 1,678 5.0 7.3

アジア 3,964 160 5,099 289 28.6 80.2

調整額 ― △457 ― △822 ― ―

合計 44,935 7,585 49,407 10,148 10.0 33.8

(注) １ 「アジア」には、アフリカ、オセアニアを含んでおります。

２ 売上高は、外部顧客への売上高であります。

３ 調整額は、セグメント間取引消去であります。

４ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

５ 国内外別（マーケット別）の売上高は次のとおりです。

（単位：百万円）

前第２四半期

連結累計期間

当第２四半期

連結累計期間
増減率（％）

国内市場 15,754 16,288 3.4

海外市場 29,181 33,118 13.5

売上高合計 44,935 49,407 10.0
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（日本）

国内のステイショナリー市場につきましては、当社の強みである「小売店への直販をベースとした販売体制」の

メリットを活かし、利益率の高い自社製品の販売を強力に展開いたしました。

また、消費者のパーソナル志向に対応して進めてきたシリーズ化も、引き続き効果をあげました。特に、消せる

インキの「フリクション」シリーズでは、蛍光ペンの「フリクションライト」や人気の「フリクションボールノッ

ク」と、細かく書ける0.38ｍｍを加えた多色タイプの「フリクションボール３」などの販売が好調であることに加

え、交換用レフィル（替え芯）の販売も伸長いたしました。さらに、手帳やカードなどにも気軽に使えて消せるス

タンプ「フリクションスタンプ」など、より多様なニーズに対応するためのラインナップ充実を進めた結果、シリ

ーズ全体で前年同期実績を上回る売上となりました。

油性ボールペンでは、なめらかに濃く書ける低粘度アクロインキと、手にフィットしやすいタイヤパターングリ

ップが特長の世界戦略商品「アクロボール」や、アクロインキを採用した疲れにくい多機能筆記具（４色ボールペ

ン＋シャープペンシル）の「ドクターグリップ４＋１」も好評でありました。

また、安定した濃い筆跡と経済性と環境に配慮されたカートリッジ式補充インキが特長のホワイトボードマーカ

ー「ボードマスター」もイレーザー付きの「ボードマスターＳ」をラインナップに加えるなど、販売が順調に推移

しており、売上増加に貢献いたしました。

シャープペンシルでは、グリップを組み替えて自分だけのオリジナルシャープペンシルが作れる「ドクターグリ

ップＣＬプレイボーダー」をはじめとした「ドクターグリップ」シリーズや、折れにくく書き味が滑らかなシャー

プ芯「ネオックス・グラファイト」も好評でありました。

高級筆記具では、美しく輝くアルミボディの複合筆記具「ツープラスワンエボルト」が引き続き好調でありまし

た。

また、子どもから大人まで気軽に使えて大人気の万年筆「カクノ」や、万年筆をメインに20代～30代をターゲッ

トとした筆記具ブランドの「コクーン」シリーズに加え、日本の美しい情景から創造された彩り豊かな万年筆用イ

ンキ「iroshizuku 色彩雫（いろしずく）」などの販売が好調に推移いたしました。

以上の結果、主力の筆記具事業が好調を維持したことに加え、訪日観光客によるインバウンド消費効果もあり、

日本における外部顧客に対する売上高は、198億84百万円（前年同期比3.5％増）、セグメント利益（営業利益）は83

億41百万円（前年同期比40.7％増）となりました。

（米州）

米州地域につきましては、主要販売先である米国において、ノック式ゲルインキボールペンの定番品として人気

の「Ｇ-２（ジーツー）」の販売が好調であることに加え、世界戦略商品である「アクロボール」や「フリクション」

シリーズが定着しつつあることから、売上は堅調に推移いたしました。

以上の結果、外部顧客に対する売上高は127億77百万円（前年同期比19.8％増）、セグメント利益（営業利益）は

６億62百万円（前年同期比69.0％増）となりました。

（欧州）

欧州地域につきましては、フランスや東欧諸国、北欧諸国において「フリクション」シリーズが伸びたことに加

え、ホワイトボードマーカーの販売も好調でありました。

以上の結果、外部顧客に対する売上高は116億45百万円（前年同期比5.0％増）、セグメント利益（営業利益）は16

億78百万円（前年同期比7.3％増）となりました。

（アジア）

アジア地域につきましては、ホワイトボードマーカーの販売が好調であるとともに、中国において安定成長に向

けた販売体制の整備と販売活動に取り組んだ結果、「Ｇ-２（ジーツー）」や「フリクション」シリーズを中心に売上

が順調に推移いたしました。

また、香港やシンガポールなどにおいても、ゲルインキボールペンの「ジュース」や「フリクション」シリーズ

を中心に、積極的な販売活動を展開したことにより、販売数量が堅調に推移いたしました。

以上の結果、外部顧客に対する売上高は50億99百万円（前年同期比28.6％増）、セグメント利益（営業利益）は２

億89百万円（前年同期比80.2％増）となりました。
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（２）財政状態に関する説明

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末比69億80百万円増加し、1,049億34百万円となりまし

た。

流動資産は、61億12百万円増加し696億39百万円となり、固定資産は、８億67百万円増加し352億94百万円となり

ました。

流動資産については、「現金及び預金」が41億88百万円、「受取手形及び売掛金」が22億64百万円それぞれ増加し

たことによるものです。固定資産については、有形固定資産が２億14百万円、「投資有価証券」が７億21百万円それ

ぞれ増加したことによるものです。

負債は、前連結会計年度末比15億15百万円増加し、419億99百万円となりました。

流動負債は、26億94百万円増加し353億30百万円となり、固定負債は、11億79百万円減少し66億68百万円となりま

した。

流動負債については、「支払手形及び買掛金」が11億11百万円、借入金（「短期借入金」及び「1年内返済予定の長

期借入金」の合計）が18億49百万円それぞれ増加したことによるものです。固定負債については、「長期借入金」13

億22百万円の減少が主な要因であります。

純資産は、前連結会計年度末比54億65百万円増加し、629億35百万円となりました。これについては、「利益剰余

金」が58億65百万円、「その他有価証券評価差額金」が４億14百万円それぞれ増加した一方で、「為替換算調整勘定」

が10億32百万円減少したことによるものです。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

連結業績予想に関しましては、当第２四半期連結累計期間の連結業績及び最近の業績動向等を踏まえて、平成27

年２月13日に公表した当初予想を本日修正いたしました。詳しくは、本日発表の「業績予想および配当予想の修正

に関するお知らせ」をご覧ください。
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２．サマリー情報(注記事項)に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

該当事項はありません。

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

(税金費用の計算)

主な連結子会社は、税金費用については、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効

税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該実効税

率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる会社については、重要な加減算項目を加味し、法

定実効税率を使用して計算しております。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

(会計方針の変更)

(退職給付に関する会計基準等の適用)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及

び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下「退職給付適

用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて第

１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方

法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似

した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割

引率を使用する方法へ変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四半

期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。

この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る資産が212百万円減少し、退職給付に係る負債が

427百万円増加し、利益剰余金が412百万円減少しております。また、当第２四半期連結累計期間の損益及びセグメ

ント情報に与える影響は軽微であります。

(従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用)

「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27年

３月26日）を第１四半期連結会計期間より適用しております。

なお、適用初年度の期首より前に締結された信託契約に係る会計処理については、同実務対応報告の方法によら

ず従来採用していた方法を継続するため、同実務対応報告の適用による四半期連結財務諸表への影響はありません。
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（４）追加情報

(従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引)

当社は、平成22年11月26日開催の取締役会決議により、当社グループ従業員に対する中長期的な企業価値向上へ

のインセンティブ付与と福利厚生の拡充を目的として、「従業員持株ＥＳＯＰ信託」（以下「ＥＳＯＰ信託」といい

ます。）を導入いたしました。

(1) 取引の概要

当社が「パイロットグループ従業員持株会」（以下「当社持株会」といいます。）に加入する従業員のうち一

定の要件を充足する者を受益者とする信託を設定し、当該信託は平成22年12月より５年間にわたり当社持株会

が取得すると見込まれる数の当社株式を、予め定める取得期間中に取得します。その後、当該信託は当社株式

を毎月一定日に当社持株会に売却します。信託終了時において株価の上昇により信託収益がある場合には、受

益者たる従業員の拠出割合に応じて金銭が分配されます。株価の下落により譲渡損失が生じ信託財産に係る債

務が残る場合には、金銭消費貸借契約の保証条項に基づき当社が銀行に対して一括して弁済するため、従業員

の追加負担はありません。

(2) 「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成

27年３月26日）を適用しておりますが、従来採用していた方法により会計処理を行っております。

(3) 信託が保有する自社の株式に関する事項

① 信託における帳簿価額は前連結会計年度299百万円、当第２四半期連結会計期間289百万円であります。信

託が保有する自社の株式は株主資本において自己株式として計上しております。

② 期末株式数は前連結会計年度426千株、当第２四半期連結会計期間412千株であり、期中平均株式数は、前

第２四半期連結累計期間461千株、当第２四半期連結累計期間420千株であります。なお、平成27年７月１日

付で、普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割をいたしました。これにより、前連結会計年度の期

首に当該株式分割が行われたと仮定して、期末株式数及び期中平均株式数を算定しております。また、期末

株式数及び期中平均株式数は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めております。

(役員退職慰労金制度の廃止)

当社は、役員退職慰労金制度を平成27年３月27日開催の定時株主総会終結の時をもって廃止いたしました。これ

に伴い、在任中の取締役及び監査役に対し、取締役及び監査役就任時から当該定時株主総会終結の時までの在任期

間に対応する退職慰労金を打ち切り支給することとし、支給時期につきましては、各取締役及び各監査役の退任又

は辞任の時といたします。

これに伴い、第１四半期連結会計期間において、当社の「役員退職慰労引当金」を全額取崩し、打ち切り支給に

伴う未払額140百万円を長期未払金として固定負債の「その他」に含めて表示しております。

なお、一部の国内連結子会社については引き続き、役員の退職慰労金の支給に備えるため内規に基づく要支給額

を「役員退職慰労引当金」として計上しております。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 15,266 19,455

受取手形及び売掛金 22,618 24,882

商品及び製品 13,406 13,339

仕掛品 5,075 4,950

原材料及び貯蔵品 1,928 1,955

繰延税金資産 3,116 3,345

その他 2,226 1,815

貸倒引当金 △111 △103

流動資産合計 63,527 69,639

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 19,850 19,786

減価償却累計額 △10,562 △10,811

建物及び構築物（純額） 9,287 8,974

機械装置及び運搬具 26,667 26,589

減価償却累計額 △22,738 △22,646

機械装置及び運搬具（純額） 3,928 3,943

その他 16,818 16,602

減価償却累計額 △14,914 △14,707

その他（純額） 1,904 1,894

土地 5,722 5,676

建設仮勘定 630 1,198

有形固定資産合計 21,473 21,687

無形固定資産

借地権 4,545 4,545

その他 525 548

無形固定資産合計 5,070 5,093

投資その他の資産

投資有価証券 5,784 6,505

繰延税金資産 231 217

退職給付に係る資産 730 584

その他 1,194 1,261

貸倒引当金 △58 △55

投資その他の資産合計 7,882 8,513

固定資産合計 34,426 35,294

資産合計 97,953 104,934
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 14,045 15,157

短期借入金 2,647 4,333

1年内返済予定の長期借入金 3,760 3,923

未払費用 3,290 3,215

未払法人税等 3,232 3,386

返品調整引当金 212 225

賞与引当金 678 513

役員賞与引当金 81 26

事業構造改善引当金 116 -

設備関係支払手形 893 251

その他 3,677 4,297

流動負債合計 32,636 35,330

固定負債

長期借入金 4,968 3,645

繰延税金負債 877 785

役員退職慰労引当金 302 131

環境対策引当金 35 80

退職給付に係る負債 543 815

負ののれん 838 779

その他 281 430

固定負債合計 7,847 6,668

負債合計 40,484 41,999

純資産の部

株主資本

資本金 2,340 2,340

資本剰余金 8,958 8,961

利益剰余金 44,922 50,788

自己株式 △215 △208

株主資本合計 56,006 61,882

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 592 1,006

為替換算調整勘定 △804 △1,837

退職給付に係る調整累計額 645 802

その他の包括利益累計額合計 433 △29

少数株主持分 1,030 1,081

純資産合計 57,469 62,935

負債純資産合計 97,953 104,934
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年６月30日)

売上高 44,935 49,407

売上原価 21,777 23,462

売上総利益 23,157 25,944

販売費及び一般管理費 15,572 15,796

営業利益 7,585 10,148

営業外収益

受取利息 149 166

受取配当金 288 166

負ののれん償却額 59 59

持分法による投資利益 25 143

為替差益 - 13

その他 160 143

営業外収益合計 684 692

営業外費用

支払利息 131 92

為替差損 183 -

退職給付会計基準変更時差異の処理額 288 288

その他 133 126

営業外費用合計 737 508

経常利益 7,532 10,332

特別利益

固定資産売却益 35 19

受取保険金 39 -

特別利益合計 75 19

特別損失

固定資産売却損 2 1

固定資産除却損 11 10

減損損失 25 -

事業構造改善費用 18 -

災害による損失 26 -

環境対策引当金繰入額 - 45

特別損失合計 84 57

税金等調整前四半期純利益 7,523 10,294

法人税等 2,610 3,611

少数株主損益調整前四半期純利益 4,913 6,683

少数株主利益 45 57

四半期純利益 4,868 6,626
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四半期連結包括利益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 4,913 6,683

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △190 397

繰延ヘッジ損益 15 -

為替換算調整勘定 △455 △1,014

在外子会社年金債務調整額 2 -

退職給付に係る調整額 - 156

持分法適用会社に対する持分相当額 △2 16

その他の包括利益合計 △630 △444

四半期包括利益 4,283 6,238

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 4,266 6,163

少数株主に係る四半期包括利益 17 75
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記)

該当事項はありません。

(重要な後発事象)

当社は、平成27年５月７日開催の取締役会決議に基づき、平成27年７月１日をもって株式分割を実施いたしま

した。

１．株式分割の目的

当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げることで、主に個人投資家の皆様がより投資しやすい環境を整

えるとともに、株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図ることを目的としております。

２．株式分割の概要

(1) 分割の方法

平成27年６月30日を基準日として、同日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主の有する当社株式を、

１株につき２株の割合をもって分割いたしました。

(2) 分割により増加した株式数

① 株式分割前の発行済株式総数 23,407,200株

② 今回の分割により増加した株式数 23,407,200株

③ 株式分割後の発行済株式総数 46,814,400株

④ 株式分割後の発行可能株式総数 180,000,000株

(3) １株当たり情報に及ぼす影響

当該株式分割が前連結会計年度期首に行われたと仮定した場合の当期における１株当たり情報は、以下のと

おりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 105円02銭 142円82銭

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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